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阪神・淡路大震災や東日本大震災のような大規模広域災害時において，公助の限界が明らかになるとと

もに，自助・共助によるソフトパワーの活用が重要視されており，今後起こりうる大規模地震災害へ向け

て地域防災力の向上は不可欠かつ喫緊の課題である．本研究では，平成 27 年の国勢調査の結果を用いて，

実際に起こりうる大規模地震災害を想定した際，地域がどの程度の共助を行うことが出来る能力を持つの

かといった共助に対するポテンシャルの基礎的評価を行う．さらに医療ビッグデータである国民健康保険

データベースの活用による地域に住む介護を要する災害時要援護者の詳細な把握を行うことにより，地域

の共助に関する実態把握を行う．分析の結果，共助のポテンシャルが比較的低いと考えられる地域をあぶ

り出し，またその地域に居住する災害時要援護者の詳細な人数の把握を行うことが出来た． 
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1. 本研究の背景と目的 

 

(1) 共助の重要性と公助の限界 

平成 7 年 1 月 17 日に発生した阪神・淡路大震災にお

ける救助の主体と救出者数は，河田 1)より，救出された

者の 77.1％は近隣住民等による救助であり，消防，警察，

自衛隊による救助は 22.9％にとどまっていることがわか

る（図-1）．これは，地震災害による行政機能の麻痺に

より行政が被災者を十分に支援できなかったこともあり，

自助・共助による救出率が高くなっており，自助・共助

の重要性が確認できる．また，平成 23年 3月 11日に発

生した東日本大震災においては，内閣府防災担当の共助

による地域防災力の強化 2)によると，地震や，津波によ

って多くの市町村長や，市町村議員など，本来被災者を
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支援すべき行政自体が被災し，行政機能が麻痺したため

に，「公助の限界」が明らかとなった． 

 以上のように，過去の大規模地震災害において公助に

は明らかに限界が存在し，また自助・共助は，救助を行

う上での重要な要素であることがわかる．今後，発生が

懸念される首都直下地震，南海トラフ地震など大規模広

域災害で，救助における公助が十分に発揮されるために

も，大規模大規模地震災害を想定した際の，地域が持つ

共助に対するポテンシャルの把握は不可欠な課題である

ことは明らかである． 

 

(2) 本研究の目的 

前節において述べた問題を踏まえ，本研究では実際に

起こりうる大規模地震災害を想定し，地域がどの程度の

共助を行うことが出来る能力を持つのかといった共助に

対するポテンシャルの基礎的評価を行う．さらに，その

地域にはどの程度自力では避難が困難な者が存在するの

か，といった詳細な救助実態を明らかにするため，医療

ビッグデータである国民健康保険データベース（以下，

KDB データ）を活用し，地域に住む介護を要する災害

時要援護者の詳細な把握を行う．共助ポテンシャル，

KDB データによる災害時要援護者の把握により，地域

の共助に関する実態把握を目的とする．また，本研究で

は近年の防災計画の流れを汲み，町字単位という非常に

詳細な地域単位を設定することとし，町字ごとに災害時

要援護者，共助ポテンシャルの把握を行う．  

 

 

2. 既往研究 

 

災害時の自助・共助に焦点を当てた研究，報告は数多

く存在する． 

川脇 3)は，震災前の地域活動への参加に見られるソー

シャル・キャピタルの醸造が，震災後の共助活動に携わ

る可能性をどの程度変化させていたのか，被災地調査に

基づくミクロデータを基に支援関数と受援関数の相関を

考慮したモデルを構築し，定量的に示した．また．矢ケ 

﨑ら 4)は，長野県佐久市を分析対象地とし，災害リスク

と住民の防災意識を公助，共助，自助の視点から地域の

主体関係に着目して明らかにした．田原 5)は，災害に強

いまちづくりを自助，共助，公助の観点から考察を行い，

過去の災害，また東日本大震災の被害から，今後の自助，

共助，公助の考え方を提言している． 

本研究は，地域がもつ共助のポテンシャルの評価を行

い，KDB データによる災害時要援護者の詳細な算出か

ら，地域の共助に関する実態把握を行うものであり，自

助，共助をソーシャル・キャピタルや防災意識といった，

潜在意識との関連性を明らかにする研究とは明らかに差

異は見られる．また，本研究では近年の防災計画の流れ

を汲み，町字単位という非常に詳細な地域単位を設定す

る点においても，本研究には新規性が見られる． 

 

 

3. 分析対象地・石川県羽咋市の概要 6) 
 

 本研究では，石川県羽咋市を分析対象地とする． 

石川県羽咋市は能登半島の基部西側に位置する．北は

羽咋郡志賀町，東は富山県氷見，南は羽咋郡宝達志水町

と接している．西には日本海と面しており，市内有数の

観光地である千里浜が南北に広がっている．人口は

22,268人（平成29年4月1日時点），世帯数は8530世帯で

あり，面積は81.85km2である．また，高齢者が人口に占

める割合である高齢率は36.2％（平成28年4月1日時点）

と非常に高い割合を示している．図-2に，羽咋市とその

町字区分を示す． 

なお，石川県羽咋市は65の町字区分にわけることがで

き，本研究における以降の分析は，図-2に示す通りの65

区分に関して災害時要援護者の算出及び，共助ポテンシ

ャルの評価を行うこととする. 
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図-1 阪神・淡路大震災における救助の主体と救出者数 1) 
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図-2 石川県羽咋市と町字区分 
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4. KDBデータの概要と災害時要援護者の算出 

 

 本研究は，石川県羽咋市の町字ごとに共助ポテンシャ

ルの評価を行い，KDB データを用いて，評価を行った

町字に何人の災害時要援護者が存在するのかを把握する．

本章では，災害時要援護者の算出に用いる KDB データ

の概要と，災害時要援護者の設定と災害時要援護者数の

算出結果について示す． 

 

(1) KDBデータの概要 

本研究で扱う，医療ビッグデータであるKDBデータ

内の帳票の中に「厚生労働省様式（様式1-1）」，「厚

生労働省様式（様式2-2）」があり，これらを用いて分

析を行う．「厚生労働省様式（様式1-1）」には，使用

した医療費が月ごとに個人別に記されており，そのほか

に 受診時に診断された疾患名，入院外来区分，個人属

性を知ることが出来る．「厚生労働省様式（様式2-

2）」は，透析が必要である患者がピックアップされた

データであり，月ごとのレセプト決定点数が個人別に記

されている．また，厚生労働省様式（様式1-1）と同じ

く，個人属性，受診時に診断された疾患名，個人属性に

ついても記されている．表-1に厚生労働省様式（様式1-

1）の一例を，表-2に厚生労働省様式（様式2-2）の 一例

を示す．なお，使用したKDBデータの例を示す表-1，表

-2において，「性別」，「年齢」，「生年月日（年）」，

「生年月日（月）」「住所」の項目については，個人を

特定する可能性があるため，空欄とした． 

 

(2) 分析対象疾患の設定と算出結果 

KDBデータより算出可能である疾患は，「厚生労働

省様式（様式1-1）」からは，高血圧症，糖尿病，虚血

性心疾患，脳血管疾患等の慢性疾患である．また，「厚

生労働省様式（様式2-2）からは，透析を必要となる慢

性腎疾患等である．東日本大震災において，慢性疾患患

者への対応が喫緊の課題となった背景7)を鑑みて，本研

究で扱う災害時要援護者は，KDBデータより算出可能

であり，かつ慢性疾患の中でも緊急性を持ち，命を落と

すリスクの高い，「虚血性心疾患患者」，「脳血管疾患

患者」，「透析を必要とする患者」の3疾患を患う者と

する．分析対象期間は，平成27年度の1年とし，40歳以

上の者を対象とし，サンプル数は13,467人とした． 

KDBデータより得られる，羽咋市全体における虚血

性心疾患患者数，脳血管疾患患者数，透析を必要とする

患者数の算出結果を表-3に示す．厚生労働省様式（様式

1-1）より虚血性心疾患と診断された者は1,276名，脳血

管疾患と診断された者は1,036名，透析が必要であると

診断された者は56名であった．また，3疾患のうち，少

なくとも1疾患を患う者は1,985名であった．ここで，上

記3疾患のうち，少なくとも1疾患を患っていれば，災害

時には，十分緊急性がある者であるとみなして，1,985

名を本研究における「災害時要援護者」とした．なお，

町字ごとの詳細な災害時要援護者数に関しては表-4の分

析結果に示すこととする． 

 本研究において，KDB データの持つ問題点としては，

KDB データは国民健康保険に加入している者のみを対

象としているため， 算出された患者数が過小算出とな

っている可能性が考えられる．一方， 本研究において，

KDB データを使用する理由としては KDB データが町字

単位の疾患別の患者数の把握に非常に適しているといっ

た大きな利点が存在するためである．羽咋市における虚

血性心疾患患者数，脳血管疾患患者数，透析を必要とす

る患者数といった町字単位の傷病別の患者数の把握は，

表-3 KDBデータを用いた災害時要援護者の算出結果 

対象疾患 患者数(人)
虚血性心疾患と診断された者 1,276
脳血管疾患と診断された者 1,036

透析が必要であると診断された者 56
３疾患のうちの少なくとも１疾患を患っている者 1,985  

 

表-1 厚生労働省様式（様式 1-1）の一例（出典：羽咋市のKDBデータより作成） 

性別 年齢 生年月日(年) 生年月日(月) 住所 入院外来区分 費用額 高血圧症 糖尿病 脂質異常症 高尿酸血症 虚血性心疾患脳血管疾患個人番号

外来 29,740 ● ● ● 6154
外来 11,870 ● ● 6407
入院 535,930 3673

外来 25,800 ● ● ● 6144
外来 12,410 ● 6772

外来 7,880 ● 6812
外来 45,760 4043
外来 7,320 ● ● ● 5609

入
院
外
来
区
分 主要疾患の有無個人属性

費
用

個
人
番
号  

表-2 厚生労働省様式（様式 2-2）の一例（出典：羽咋市のKDBデータより作成） 
性別 年齢 生年月日(年) 生年月日(月) 住所 直近月レセプトの決定点数糖尿病 糖尿病性網膜症動脈閉塞性疾患高血圧症 高尿酸血症虚血性心疾患脳血管疾患 個人番号

42,751 ● ● 107

37,600 ● ● ● ● 6063
50,133 ● ● 1764

35,946 ● ● ● ● ● ● 1764

48,190 ● ● ● 1804
38,513 ● ● 2031

34,880 ● ● ● 2225

41,796 ● ● ● 2641

直近月レセプト

の決定点数個人属性 主要疾患の有無

個
人
番
号
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KDB データ以外のデータでは困難であるため，羽咋市

内の，本研究における災害時要援護者数の網羅的な把握

はできないという問題点はあるものの，本研究において

は災害時要援護者数の詳細な把握には KDB データを活

用することとする． 

 

 

5. 共助ポテンシャルの評価 

 

本章では，震源断層を特定した際の石川県羽咋市が見

舞われる震度の把握を行ったのちに羽咋市の町字ごとの

共助ポテンシャルの評価を行う．また，前章より得られ

た KDB データによる災害時要援護者数の情報から，町

字ごとの共助に関する実態把握を行う． 

 

(1) 震源断層を特定した震度階級の把握 

羽咋市が見舞われる可能性を持つ大規模地震災害の把

握には，J-SHIS 地震ハザードステーション 8)を活用する．

J-SHIS が提供しているサービスに，震源断層を特定した

地震動予測地図があり，羽咋市で大きな震度が観測され

ると想定される震源断層を特定することが出来る．また，

その断層で地震が発生した場合の震度分布も把握できる．

羽咋市で大きな揺れが観測されると予想される断層は，

石川県中部に分布する邑知潟断層帯や，砺波平野の北西

縁及び南東縁に位置する砺波平野断層などがある．J-

SHIS は，二つの断層で同時に地震が発生した際の地震

動の予測はできないため，本研究では，羽咋市において，

より大きな揺れが起こると予想される邑知潟断層帯で大

規模地震が発生した場合を考えることとする．図-3 に

邑知潟断層帯と震源位置を示す．構成されている関東平

野北西縁断層帯である．羽咋市がどの程度の揺れに見舞

われるのかの把握を目的とし，邑知潟断層帯の震源位置

において地震が発生した時の羽咋市が見舞われる震度の

程度について GISを用いて見える化を行う．図-4に見え

る化を行った結果を示す．図-4 から羽咋市全域におい

て 6弱から 6強の揺れに見舞われている．また，羽咋市

の西部，東部で 6弱を観測する箇所が多く，羽咋市役所

のある旭町は 6強の揺れに見舞われることがわかる． 

 

(2) 共助ポテンシャルの評価 

共助ポテンシャルの評価には，平成 27 年度の国勢調

査の結果を用いる．共助における救助を行うことが可能

であると考えられる者を，本研究では労働力の中核をな

す男性の 15歳以上 65歳未満の者のうちで成人している

者と定義することとする．すなわち，男性の 20 歳以上

65 歳未満の者を本研究における共助を行うことが可能

な者とした．町字ごとにおける男性の 20歳以上 65歳未

満の者（以下，共助可能な者）を算出したのちに，町字

ごとの全人口で除した値を本研究における共助ポテンシ

ャルとした．表-4 に各町字の人口，男性の 20 歳以上 65

歳未満の者（共助可能な者），共助ポテンシャルの値を

示す．表-4 から，共助ポテンシャルの最小値は町場町

の 0.115であり最大値は，石野町の 0.370であった．町字

ごとに見ても共助ポテンシャルには大きなばらつきは見

られないことがわかる．また，平均値は 0.243 であり，

平均値を上回る町字数は 25，平均値を下回る町字数は

は 40であった． 

さらに，町字ごとの共助ポテンシャルの視覚的把握の

ため，GIS を用いて，見える化を行った（図-5）．図-5

より，共助ポテンシャルが平均値である 0.243 を上回る

町字は比較的密集していることがわかる．一方で，共助

ポテンシャルが低い値を示した神子原町，福水町，千石

町に関しても密集していることがわかる．以上より，共

助ポテンシャルを GISを用いて視覚化を行うことにより，

ポテンシャル値が高い町字，低い町字はそれぞれ密集し

ていることが確認できた． 
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図-4 邑知潟断層帯で地震が起こった際の震度階級の見える化 
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図-3 邑知潟断層帯と震源位置 
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6. 共助ポテンシャルと災害時要援護者の関係 

 

 4 章 2 節より KDB データから算出された災害時要援

護者数と 5章 2節より評価した共助ポテンシャル値の関

係を視覚的に把握を行う．図-6 に町字ごとの災害時要

援護者数と共助ポテンシャルの関係を示す．図-6 より

町字ごとの災害時要援護者数は 0～50人，共助ポテンシ

ャルは 0.2～0.3 の範囲に多く点が打たれていることが読

み取れる．また，前章 2節において述べた，共助ポテン

シャルが低い神子原町，福水町，千石町における災害時

要援護者数は，それぞれ，29名，8名，4名の計 41名で

であり，共助ポテンシャルが低いとされる地域にも 41

名ほどの災害時要援護者は存在し，これらの人々は，共

助を受けにくい状況下に置かれる可能性があることがわ

かる．さらに，粟生町，中川町，立開町，石野町といっ

た共助ポテンシャルが高く算出された町字は，災害時要

援護者数はそれぞれ 50 名以下という結果となった．共

助ポテンシャルが 3を超える共助を受けやすい町字の災

害時要援護者の総計は，137 名であり，これらの人々は

共助を受けやすい状況に置かれる可能性があることがわ

かる． 

共助ポテンシャルの平均値である 0.243 を下回ってい

る共助を受けにくい町字の災害時要援護者数の総計は，

1,445 名であり，表-3 で述べたように，本研究で扱う災

害時要援護者数は 1,985 名であるので，約 72.8％の災害

時要援護者が共助ポテンシャルの平均を下回る町字に居

住していることがわかる． 

共助ポテンシャル

0.155 - 0.199

0.200 - 0.240

0.241 - 0.299

0.3　 -

神子原町

柴垣町

柳田町

酒井町吉崎町

鹿島路町

兵庫町

菅池町
福水町

本江町

金丸出町

寺家町

千石町粟生町

新保町

深江町

千里浜町

滝町

大町

釜屋町
大川町

滝谷町

一ノ宮町
四柳町

尾長町

中川町

四町

太田町

下曾祢町

飯山町

千代町

千路町

石野町

円井町

上中山町

宇土野町

次場町

千田町

菱分町

志々見町

鶴多町島出町
白瀬町

立開町
柳橋町旭町

中央町

堀替新町

土橋町

白石町

本町

西釜屋町

粟原町

 

図-5 共助ポテンシャルの見える化 

 

表-4 町字ごとの共助ポテンシャルと災害時要援護者数 

羽咋市_町字 全人口（人） 男性_成年_20～64歳(人) 災害時要援護者（人） 共助ポテンシャル
石野町 562 208 24 0.370
立開町 340 114 14 0.335
三ツ屋町 147 47 6 0.320
垣内田町 60 19 8 0.317
上江町 60 19 4 0.317
中川町 156 48 19 0.308
次場町 211 64 12 0.303
粟生町 421 127 37 0.302
宇土野町 100 30 13 0.300
柳橋町 87 26 0 0.299
粟原町 51 15 10 0.294
兵庫町 627 177 59 0.282
鶴多町 162 45 6 0.278
西釜屋町 127 35 14 0.276
釜屋町 341 93 26 0.273
四町 201 54 21 0.269
酒井町 509 136 67 0.267
上白瀬町 151 40 19 0.265
深江町 319 84 16 0.263
松ケ下町 275 72 19 0.262
吉崎町 496 129 42 0.260
滝谷町 142 36 17 0.254
柳田町 517 130 53 0.251
東川原町 449 112 34 0.249
大川町 1115 276 79 0.248
一ノ宮町 537 130 51 0.242
新保町 477 115 40 0.241
菅池町 71 17 11 0.239
千里浜町 2427 576 197 0.237
千代町 236 56 14 0.237
若草町 200 47 12 0.235
金丸出町 298 70 22 0.235
飯山町 372 87 31 0.234
南中央町 305 71 22 0.233
鹿島路町 521 120 70 0.230
柴垣町 700 161 84 0.230
大町 411 94 49 0.229

東的場町 114 26 7 0.228
堀替新町 88 20 16 0.227
白瀬町 75 17 15 0.227
円井町 203 46 13 0.227
土橋町 102 23 10 0.225
太田町 183 41 17 0.224
尾長町 193 43 24 0.223
上中山町 36 8 3 0.222
下曾祢町 252 55 25 0.218
島出町 717 156 55 0.218
寺家町 394 85 39 0.216
御坊山町 502 108 34 0.215
四柳町 383 82 34 0.214
志々見町 89 19 11 0.213
中央町 371 79 36 0.213
川原町 438 93 49 0.212
滝町 467 96 50 0.206
本町 328 67 38 0.204
本江町 612 125 46 0.204
千田町 114 23 18 0.202
千路町 520 104 83 0.200
白石町 31 6 2 0.194
神子原町 287 55 29 0.192
福水町 112 21 8 0.188
旭町 343 64 32 0.187
菱分町 78 14 11 0.179
千石町 45 8 4 0.178
的場町 471 73 54 0.155

平均値 0.243  
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7. まとめと今後の課題 

 

 本研究では実際に起こりうる大規模地震災害を想定し，

石川県羽咋市の各町字がどの程度の共助を行うことが出

来る能力を持つのかといった共助に対するポテンシャル

の基礎的評価を行った．加えて，その地域にはどの程度

自力では避難が困難な者が存在するのか，といった詳細

な救助実態を明らかにするため，医療ビッグデータであ

る国民健康保険データベース（以下，KDB データ）を

活用し，地域に住む介護を要する災害時要援護者の詳細

な把握を行い，共助ポテンシャル，KDB データによる

災害時要援護者の把握により，地域の共助に関する実態

把握を行った． 

平成 27 年の国勢調査内の年齢階層別，性別人口から，

共助に活躍しうる者を仮定し，町字ごとの共助ポテンシ

ャルの評価を行い，また，本来データヘルス計画で活用

されている KDB データを重篤疾患を持つ災害時要援護

者に焦点をあて，防災計画分野への活用可能性を広げる

ことが出来た．さらに，評価した共助ポテンシャル，

KDB データより算出された災害時要援護者数から町字

ごとの共助実態の把握を行うことが出来た． 

本研究は共助ポテンシャルに関する基礎的分析を行っ

た．共助は救助する人間の意志によっても大きく左右さ

れる概念であるので，今後の研究課題としては，「共

助」という語句の定義化，さらに定義に評価方法の精緻

化，「共助する意思」という概念を踏まえた評価の提案

を行っていきたい．また，KDB データに関しても，本

研究は，虚血性心疾患，脳血管疾患，慢性腎不全に焦点

をあて算出を行ったが，介護を必要とする者についても

考慮して分析を行いたい． 
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